
 

質 問 回 答 書 

 

番号 質 問 事 項 回 答 

１ 

募集要項「２（４）②本市の業務内容

⑧」に記載のある、開発予定地周辺の道

路渋滞・安全対策について、市が現時点

で想定している以下の事項をご教示くだ

さい。 

（１）整備内容の概要 

（２）実施時期の見通し 

（１）開発予定地の北及び西側市道の渋

滞緩和のほか開発予定地周辺の既存道路

を含めた中学校通学路の安全対策を想定

しています。なお、具体的な整備内容に

ついては、開発道路の設計協議時に検討

します。 

（２）現時点で実施時期は未定です。 

２ 

開発事業者選定後、第４回地権者説明会

（R8.8予定）では、市から引継ぎについ

て説明するという理解でよろしいでしょ

うか。 

お見込みのとおりです。 

第４回地権者説明会では、開発事業者決

定についてのお知らせと改めての今後の

スケジュール等について説明するものに

なります。 

３ 

募集要項「２（４）②本市の業務内容

⑥」に「農地代替地等」の情報提供が市

の業務として記載されていますが、当該

業務の具体的な内容について以下の事項

をご教示ください。 

（１）現時点で市が把握している代替

地候補地の規模及び所在地の概況 

（２）代替地のあっせんに関する市及

び農業委員会の関与範囲 

（１）現時点で市が把握している代替地

候補地はありませんが、農業委員会事務

局にて、代替地候補地の情報収集を行っ

ています。 

（２）農業委員会事務局にて、代替地候

補地の情報収集、開発事業者への情報提

供を行います。なお、地権者及び耕作者

の希望面積・場所などについては、主に

開発事業者が交渉を行う中で情報収集す

るものとします。 

４ 

地区計画（都市計画法第 12条の 5）の内

容は、市が主体となり開発事業者による

立地企業誘致活動の結果（立地企業の業

種・規模・施設配置等）を踏まえて具体

化されるものと理解しておりますが、以

下の事項についてご教示ください。 

（１）地区計画原案の作成想定時期 

（２）立地企業の確定時期と地区計画

決定スケジュール（令和 9年度予

（１）地区計画原案（素案）は、令和８

年度内の作成を予定し、令和９年４月か

ら県の事前協議や意見聴取を行います。

ただし、立地企業の誘致状況によっては

原案作成時期を変更（後ろ倒し）する可

能性があります。 

（２）開発事業者が設計する道路・施設

等の配置、立地企業の建築等に関する制

限について市と協議・調整を行い、地区



定）との調整に関しての市の基本

的な考え方・条件等 

（３）地区計画原案の作成過程におけ

る開発事業者及び立地企業の関与

の仕方（協議・素案提示等の必要

性） 

計画原案を作成することを想定していま

す。 

（３）（２）の回答のとおり、開発予定地

の設計図の提示、立地企業の建築等に関

する協議は必要になります。なお、立地

企業との調整については、開発事業者を

通じて行うことを想定しています。 

５ 

土地利用調整計画（地域経済牽引事業の

促進による地域の成長発展の基盤強化に

関する法律第 14条）は市が策定主体であ

り、その内容は開発事業者の誘致活動及

び土地利用計画との整合が必要となると

理解しておりますが、同計画に係る県同

意申請の時期（令和 9年度内における具

体的時期）はいつごろを想定しているで

しょうか。 

土地利用調整計画の県申請は令和９年６

月を想定しています。ただし、立地企業

の誘致状況によっては申請時期が変更す

る可能性があります。 

６ 

開発事業者による誘致活動の検討に資す

るため、差し支えない範囲で以下の事項

をご教示ください。 

（１）開発予定地への進出意向を既に

市に対して示している企業の有無

及び概数 

（２）塩尻市企業立地推進プラン（別

紙４）に基づく誘致活動を通じて

市が接触している企業群の業種・

規模の傾向 

（１）令和７年度に実施しましたサウン

ディング型市場調査には、進出意向のあ

る企業が複数社参加しましたが、企業数

についてはお答えいたしかねます。 

（２）現在、市が接触している企業はあ

りませんが、市内外の企業から用地引き

合いに関する問い合わせを受けていま

す。 

７ 

事業提案書の作成にあたり、以下の事項

をご教示ください。 

（１）様式の指定の有無（任意様式と

理解してよいか） 

（２）ページ数の上限・下限の有無 

（３）カラー印刷の可否及び図面の最

大用紙サイズ（A3折込の可否を含

む） 

（１）任意様式となります。 

（２）ページ数の上限・下限はありませ

んが、簡潔に分かりやすく記載した事業

提案書としてください。 

（３）カラー印刷は可とします。Ａ４フ

ラットファイルでの提出となりますの

で、Ａ３折込であれば可とします。 

８ 

令和 8年 7月 14日（火）予定のプレゼン

テーションについて、以下の事項をご教

示ください。 

（１）プレゼンテーション２０分、ヒア

リング２０分の合計４０分となります。 

（２）スクリーンとプロジェクターは事



 

（１）プレゼンテーション時間の配分

（説明時間及び質疑時間） 

（２）事務局による準備機材の範囲(プ

ロジェクター、スクリーン等) 

（３）出席可能人数の上限 

（４）プレゼンテーション資料（パワ

ーポイント等）について、提出済

事業提案書と完全に同一内容に限

定されるのか、又は事業提案書を

ベースとした要約資料の使用が可

能か 

務局で準備します。 

（３）応募者あたり４名までとします。 

（４）募集要項「６（２）審査方法」に

記載のとおり、提出された事業提案書の

み使用してください。 

９ 

募集要項「３（１）応募者の資格 ア」に

ついて、以下の事項をご教示ください。 

（１）「設計・施工」の双方の実績が必

要か、又はいずれか一方の実績で

要件を満たすか 

（２）共同事業体として応募する場合

における、代表する法人等と構成

する法人等の実績合算の可否 

（１）双方の実績が必要になります。 

（２）募集要項「３（１）応募者の資

格」に記載のとおり、代表者が全ての要

件を満たすことが条件となります。その

実績に加えて代表者以外の実績を記載す

ることは差し支えありません。 

１０ 

募集要項「３（１）応募者の資格 イ」に

ついて、共同事業体として応募する場合

における、代表する法人等と構成する法

人等の実績合算の可否をご教示くださ

い。 

質問９の（２）の回答と同様です。 


